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1 .はしがき
わが国における移転価格税制は，昭和61 (1986)年の税制改正において，租税特
別措置法第66条の 4で，国外関連者との取引に係る課税の特例という規定によって
である。一般に移転価格は，特殊関係企業聞における資産の売買，サービス提供な
どに係る取引価格を意味している O 移転価格の問題がクローズ・アップされるよう
になったのは，企業活動の国際化に伴って多国籍企業が増加していったことによる O
移転価格税制の内容は，法人が国外関連者との間で行う資産の販売，資産の購入，
サービスの提供，その他の取引，つまり国外関連取引を対象としているのである O
また，法人がその国外関連者との取引で，非関連者を通じて行う取引を，みなし国
外関連取引として，移転価格税制が適用されている O これらの事柄については，移
転価格税制について(AnOutline on Transfer Pricing)を参照していただきたい。
本稿においては，独立企業間価格，独立価格比準法など，また独立企業間価格に
よる所得計算，その他資料の提出などについて論稿をすすめたいと考えているC し
かしながら，私自身浅薄であり，不勉強でもあるO 従って，論稿のなかで誤謬およ
び誤解も多いことであろう O これらすべては私自身の無能から生じたものであり，
私自身の責任を免れることはできない。さらに多くの参考文献を拝借し，それらの
恩恵を受けたことに感謝する次第である O
I.独立企業間価格
独立企業間価格 (Arm'slength price) とは，自由競争市場において同ーまたは
類似の条件のもとで，国外関連者との取引をその取引と同様の状況下で，非関連者
間で行われた場合の価格をいうのである。すなわち，法人がその国外関連者との取
引で採用した価格が，独立企業間価格と比較して，高いかあるいは低いかの結果，
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その国で本来発生すべき所得を国外に移転させた場合に，その取引が独立企業間価
格で行われたものとみなし，課税しようとするものであるC つまり，移転価格税制
は，国外関連者に所得が移転している場合に，独立企業間価格を基準として，関連
者間の所得配分を適正状態にしようとするものであるということである O
わが国の租税措置法第66条の 5の2において，独立企業間価格の算定方法が定め
られている。
(j) 棚卸資産の販売または購入
(イ) 基本三法
( a ) 独立価格比準法 (CUP法)
( b ) 再販売価格基準法 (RP法)
(c) 原価基準法 (CP法)
基本三法を用いることができない場合には，その他の方法として次の方法が定め
られている O
(ロ) その他の方法
( d ) 基本三法に準ずる方法
( e ) 政令で定める方法と同等の方法
( i ) 棚卸資産の売買取引以外の取引
( a ) 基本三法と同等の方法
( b ) その他の方法
その他の方法は，基本三法を用いることのできない場合で，上記と同じ方法がと
られることになっているO
すなわち，独立企業問価格の算定には，基本的方法として基本三法が定められて
いるが，基本三法を用いることができない場合に限り，その他の方法を使用するこ
とができるのである O しかし法令上で、は基本三法聞の適用優先順位について定めて
はいない。従って最も適した合理的方法を使用すればよいということである O つま
り，比較対象取引が見出せないで基本三法が適用できない場合には，独立企業間価
格を算定するための合理的アプローチが必要となるが，国外関連取引を通じて生ず
る総和の利益が独立企業原則のもとで結ぼれた契約であれば，利益発生に寄与した
経済的有効基準に基づいて，その利益を分割する方法である O
II.独立価格比準法
独立価格比準法 (Comparatibleuncontrolled price method) とは，法人と国外
関連者との取引に関わる棚卸資産と同種の棚卸資産について，特殊の関係にない売
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手と買手が，当該国外関連取引と取引段階，取引数量，その他の条件が，同様の状
況のもとで売買した場合，その取引の対価額に相当する金額をもって，当該国外関
連取引の対価額とする方法をいうのである O ここでいう取引対価額とは，条件に差
異がある場合，その差異により生じる対価額の差が調整できるときは，その調整を
行った後の対価額である O
合理的と認められる独立企業間価格の算定にあたって，そのポイントとなる点は
入手可能な比較対象取引を見出すことにあるO 比較対象取引とは，第三者から購入
および製造，その他の行為により取得した者が，当該同種または類似の棚卸資産を
別の第三者に対して販売した取引であるO
比較対象取引とみなす必要条件は，次のような要件に該当する取引である O
(i) 特殊の関係にない買手と売手，つまり第三者との取引であること O
(五) 第三者取引が海外子会社に販売している製品と同種の製品の取引であるこ
と。すなわち，国外関連取引に関わる棚卸資産と同種の棚卸資産の取引であ
ること O
(ii) 第三者取引が海外子会社との取引と比較して，取引段階，取引数量など，
つまり国外関連取引と取引段階および取引数量などが，同様の状況下で行わ
れた取引であること O このような同等な状況とは，取引段階，取引数量，取
引時期，引渡条件，支払条件，取引市場，地理的条件，アフター・サービス
の有無などがあげられる O
取引状況に差異がある場合でも，その差異によって生ずる価格差が調整できると
きは，その調整を行った後の価格をもって，独立企業間価格とすることができるの
である。
独立価格比準法による取引の例として，日本法人の例えば100%子会社であるア
メリカの国外関連者法人との間で，輸出取引および輸入取引があるとする O また日
本の非関連者とアメリカの非関連者との間にも，輸出取引および輸入取引が行われ
ていると仮定し，これらすべての取引が同種の棚卸資産を同じ状況下で取引してい
るものと想定すれば，このケースにおいて，日本法人がアメリカの国外関連者法人
との輸出取引による独立企業間価格は，日本の非関連者とアメリカの非関連者との
輸出価格，または日本の法人とアメリカの非関連者聞の輸出価格，あるいは日本の
非関連者とアメリカの国外関連者法人との輸出価格である O 逆にその輸入取引に関
しては，日本の非関連者とアメリカの非関連者との輸入価格，または日本の非関連
者とアメリカの国外関連法人間の輸入価格，あるいは日本法人とアメリカの非関連
者との輸入価格が，日本法人の独立企業間価格となる。
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独立価格比準法では，国外関連取引と取引段階，取引数量，その他に差異のある
状況で、行った取引でも，その差異が調整できるときは，その差異の調整後金額を独
立企業間価格とすることができる。日本法人がアメリカの国外関連者への輸出を
FOB価格(船積み価格)で，また日本法人がアメリカの非関連者への輸出を CIF
価格(到着価格)で取引を行った場合には，日本法人の独立企業間価格は，非関連
者との取引額に運賃と保険料を加算あるいは控除して算出した価格とすることがで
きる。ただし，この場合他の取引条件に変化がないという前提である O
1V.再販売価格基準法
再販売価格基準法とは，国外関連取引に関わる棚卸資産の買手が，特殊の関係に
ない者に対して当該棚卸資産を販売した対価額から，通常の利潤額を控除して計算
した金額をもって，当該国外関連取引の対価額，つまり独立企業間価格とする方法
である O この場合通常の利潤額は，国外関連者の再販売価格に通常の利益率，すな
わち比較対象取引の売上総利益の合計額を比較対象取引の売上合計額で除したもの
を乗じて算定される O
通常の利益率とは，国外関連取引に関わる棚卸資産と，同種または類似の棚卸資
産を特殊の関係にない者から購入した者，つまり再販売者が，当該の同種または類
似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引，すなわち比較対象取引に関わる当
該再販売者の売上総利益額の当該収入金額，つまり売上合計額に対する割合である。
この合計額に対する割合とは 一定期間に行われた比較対象取引の収入額と原価総
額を合計し，売上総利益に対する割合をいうのである。この売上総利益額から算定
される通常の利益率は，一定期間の取引をまとめて算定される。一般的には，その
取引に接近した一定期間，例えば四半期，半年あるいは一年に行われた取ヲlから求
めることができる O すなわち 次のような計算式で算定されるのである O
比較対象取引の売上総利益の合計額
通常の利益額=国外関連者の再販売価格×
比較対象取引の売上合計額
収入金額の合計額 比較対象取引の原価額の合計額
=再販売価格×
比較対象取引の収入金額の合計額
独立企業間価格=国外関連者の再販売価格一通常の利益額
この方法においても，通常の利益率を算定する基礎となる比較対象取引としては，
同種または類似の棚卸資産を，国外関連取引の買手が，非関連者に販売した取引の
移転価格税制に関する種々なる対策 37 
ほか，純粋に第三者が非関連者に販売した取引を使用することができる O また比較
対象取引について，独立価格比較法では，同種の棚卸資産となっているが，必ずし
も限定されていない。
再販売価格基準法における比較対象利益率の決定においては，再販売取引の機能
面が重視されるので，再販売業者の果たす機能，その他に差異がある場合，その差
異により生じる利益率差に必要な調整が加えられることになる。具体的には，再販
売業者の広告，マーケティング，配送，サービス，その他の機能を検討する必要が
ある O つまり比較対象とする取引が，再販売取引あるいは国外関連取引と売手の果
たす機能，その他に差異がある場合，必要な調整が加えられることになるのである
が，利益率に影響を及ぼす重大な差異があり，調整を加えることができない取ヲ|は，
比較対象取引とすることはできない。また，その取引対象資産の価格が変動したた
めに，それによることが適当でないと認められた場合，再販売価格基準法は適用で
きないのである O 調整の困難なものとしては，取引段階(卸売と小売)の差異，取
引対象資産の物的差異，ブランドまたはトレイド・マークの差異，取引市場の相違
などが考えられる。いずれにしても合理的差異を金額的に算定できるならば，比較
対象取引とすることができるのである。
v.原価基準法
原価基準法とは，国外関連者取引に関わる棚卸資産の売手が，その棚卸資産の購
入，製造，その他の行為による取得の原価の額に，通常の利潤額を加算して計算し
た金額をもって，当該国外関連者取引の額，つまり独立企業間価格とする方法をい
う。この場合の通常の利潤額は，当該原価の額に通常の利益率を乗じて計算された
金額である。
通常の利益率とは，国外関連取引に関わる棚卸資産と，同種または類似の棚卸資
産を購入，製造，その他の行為により取得した者が，当該同種または類似の棚卸資
産を非関連者に対して販売した取引に関わる当該販売者の売上総利益の当該原価の
額の合計額に対する割合である O この場合も一定期間の取引における収入額と原価
のそれぞれの合計によって 原価に対する売上総利益の割合で求める O
比較対象取引の売上総利益の合計額
通常の利潤額=国外関連の製造製品原価×
比較対象取引の売上原価の合計額
独立企業間価格=国外関連取引に関わる棚卸資産の購入製造原価額+通常の利益額
原価基準法では，売手の果たす機能の類似性が重要視され，再販売価格基準法と
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同様に，棚却資産の厳密な類似性は要求されていない。比較対象取引と国外関連取
引における売手の果たす機能，その他において，差異がある場合には，必要な調整
が加えられる O なお比較対象取引としては，同種または類似の棚卸資産を，国外関
連取引の売手が非関連者に販売した取引のほか，純粋に第三者が非関連者に販売し
た取引をも用いることができる O なお，囲内の関連会社などから低額で取得した資
産の販売については，原価基準法を適用するためには，取得原価を通常の価格に引
き直したうえで，独立企業間価格を算定しなければならない。
もし製造原価のなかに国内の関連会社から低額で取引しているものがあれば，通
常の取引価格に引き直したうえで 原価計算を行う必要がある。例えばある法人の
通常の利益率が25%とすれば，関連者から80で購入して国外関連社に対し100で販
売する取引の独立企業間価格は， 80 + 80 x 25% = 100となり，形式的には所得の国
外移転はないということである O しかしある法人の取得原価を通常の価格90に引き
直して計算すれば， 90 + 90 x 25% = 112.5が独立企業間価格になり，この金額と国
外関連者に対する実際の販売価格100との差額12.5が，国外に移転していることに
なるO
原価基準法は一般に国外関連者取引において，売手が製造業である場合に適用さ
れる O しかし費用 (Cost)に関する会計概念が普遍的ではなく，国により事業によ
り異なり，非関連者，特に国外非関連者の原価に関する資料を入手することは困難
であるO さらに原価計算方法にも，個別原価計算と総合原価計算，実際の原価計算
と標準原価計算があり，同業他社においても計算方法が異なっていれば，比較対象
取引に対して相当な調整が必要になるO
原価基準法において国外関連者取ヲ|と比較対象取引との聞に，決済条件にユーザ
ンス (Usance)期間の差異，例えば国外関連取引の場合90日，ユーザンス金利
12%，比較対象取引で30日，ユーザンス金利12%のように，その差異がある場合に
は，比較対象取引が国外関連者との聞に，同様のユーザンスがあったものとして，
その売上高を調整したうえで通常の利益率を求め，これに基づいて独立企業間価格
を算定する。ただしこのケースの場合，その他の取引状況は変化しないものとされ
ている。
新規市場開拓や経営危機関連会社を救済するような場合に，通常の価格よりも安
い価格で取引するようなケースでも，基本的には移転価格税制の対象となる O 取引
の相手が第三者であったとしても，安く販売するという状況の下では，結果として
その取引価格は独立企業間価格として認められることもある O
また新規市場開拓や過剰在庫を処分する場合などで，その販売価格が原価を下回
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ることがある O さらに急激な為替変動の影響を受けた場合も，回収金額が原価を下
回ることもある。このような場合，取引の相手先が第三者であったとしても，原価
割れ価格で販売する状況であったならば，原価割れという事実だけで移転価格上問
題とされることはない。
また製造原価の例えば20%増しという価格設定方式が，原価基準法の考え方から
移転価格税制上適正なものと認められることを前提に，為替相場の実勢と著しくか
け離れた為替相場で取引価格を設定することは，適正なマージン率が結果として確
保されないことになる。さらに各国通貨の例えば対円相場の変動が一様ではなく，
特定の通貨のみが他の通貨と比べて特に著しい相場変動となっているような場合，
当該特定国向けについてのみ異なった価格設定方式をとることは，第三者間取引で
もありうることである。ただし，数年間にわたって固定相場を採用することは，第
三者間取引では一般的でなく，改めて合理的な独立企業間価格を検討してみること
が必要となるのである O
VI.基本三法が適用できないその他の方法
法人または国外関連者による棚卸資産の購入，製造，販売，その他の行為に関わ
る所得を，これらの行為のために両者が支出した費用，使用した固定資産の価格，
その他これらが当該所得発生に寄与した程度を推測する要因に応じて，当該法人お
よび当該国外関連者に帰属するものとして計算した金額を，独立企業問価格とする O
(i) 金銭の貸付
法人が無利息または通常の利率よりも低い利率で貸付けた場合，収受すべき利息
と実際に収受している利息との差額について このような問題が国外関連者間で発
生した場合には，移転価格税制が適用されることになる O そこで特殊関係企業間で
融資が行われた場合，非関連者間で同様の融資について利息が付されることが原則
的に必要で、ある O
親会社が子会社の開業時に財政的な支援を行う場合，または親会社が財政的な困
難に陥った子会社に貸付を実行する場合に，その利息を放棄することがある c しか
し仮に利息を付さなかった場合でも，同じ条件のもとで非関連者間で付されるはず
の利率によって，利子価格が計算され，それをもって独立企業間価格とする方法が
採られることになる。
国外関連者に貸付を行う場合に，貸付金利設定に考慮すべき要素として，通貨お
よび貸付時期，貸付金額および貸付期間，固定金利あるいは変動金利および利払期
比設定される担保分権，為替相場のリスク，借主の信用度などが考えられるO こ
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れらの要素を総合的に勘案して，第三者に貸付ける場合と同様の金利が設定されれ
ば，移転価格税制上の問題とはならない。しかし，例えば決済通貨を usドルとす
る場合，日本円の金利を基準とすることは合理的ではなく，あくまでも usドル金
利を基準に設定されなければならない。日本のプライム・レートを使用することは，
移転価格税制上において適正な金利とはならないのである。
( i ) 有価証券などの売買取引価格
同種，同一銘柄の有価証券を同時期に売買している取引が法人内部にある場合，
その取引価格と比較することになる O しかしそのような取引がない場合には，市場
価格を適用することになるのである O 同種，同一銘柄について取引市場が存在し，
取引所などから日々の取引相場が示されている場合には，その相場が客観的な第三
者取引価格として採用されることになる O しかしながらそのような価格が存在しな
い場合でも，気配値が存在する場合もある O 気配値はディーラーがその価格であれ
ば売買できることを一般的に公表しているものであり，実際に取引が可能な価格と
いえる。実際の売買価格が存在しない場合には，第三者取引価格として気配値を用
いることも考えられるのである。
( i) 役務の提供
非関連者に対して同種の役務の提供取引があれば，その対価の額をもって独立企
業間価格とする O また類似の役務提供取引があれば，その利益率による役務提供の
原価額に，通常の利潤額を加算して独立企業間価格を算定する。
役務提供に関わる総原価の算出には，役務に関連する直接および担当部門の間接
費のみならず，補助部門の費用まで考慮する必要がある O ただし，特定の役務に関
連する間接費を算定することが現実的に困難な場合は，何らかの合理的な基準に基
づいて配分する方法が認められている O その場合，役務提供に直接従事する従業員
に対する給与，旅費および消費された原材料費，消耗品費など特定の役務について
個別に認識されるすべての直接費用，光熱費，通信費，人件費などの諸経費，すな
わち直接担当部門の一般管理費，および人事，経理部門などの一般管理費，役員報
酬など，関連する補助部門の一般管理費を考慮すべきである O
役務提供に関わる独立企業開価格の算定方法についても，第三者間価格をもとに
独立企業間価格を算定することが原則である O 国外関連者取引における役務の対価
と，類似した第三者間取引の価格とを比較することが困難な場合には，コスト面か
らのアプローチが有効である O 法人が本来の業務に付随して，国外関連者に対して
行う役務提供については，関連者間もしくは関連者グループの効率的運営のための
相互支援または補足的なものが多く，比較可能な第三者取引を見出すことは困難で
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ある O このような場合，役務提供の対価は，その役務に関わる原価を基準に設定さ
れるべきである O
(iv) 技術の提供
無形資産，特に特許権 (Royalty)の所有者は，非関連企業に提供されない独占
的な権利の所有者である Oそのため比較可能な対価の額を見出すことは困難である。
しかしこの場合でも基本的には類似の状況下で，非関連者間で支払われるであろう
対価の額を，独立企業間価格として算定する方法がとられる O ここでいうロイヤル
ティとはノウハウ(Know-how)，特許技術の使用料のことである O 例えばメーカ
ーの場合には製造技術の使用料の形が多いが，小売業およびサービス業では，フラ
ンチャイズシステム (Franchisesystem)のもとで，一般的にはシステム使用料と
して売上高の一定比率が支払われる O ノウハウは産業上利用できる技術的思想の創
作，意匠など，およびその実施に必要な具体的知識，資料，第三者に伝達可能な経
験などで，現実に公開されていないものである O その範囲は特許などの出願の可能
性，その有無とは関係がないのである O
特許，ノウハウ，商標などの無形資産の使用権に対する対価，すなわちロイヤル
テイの算定には，棚卸資産の売買取引以外の取引についても，独立価格比準法，再
販売基準法，原価基準法に準じた方法が用いられることになっている O
(イ) 独立価格比準法に準じたアプローチ
類似した無形資産に関わる取引の対価から類推して算定する方法である O その前
提として類似の無形資産についての取引が行われることが条件である O 比較する取
引を選定するに当たって，無形資産の性格，例えば革新性，完成度，対象物，排他
性，契約条件など細かく分析し，できる限り類似する比較対象を用いることである O
(ロ) 再販売価格基準法に準じるアプローチ
この場合商標権，経営ノウハウなど，販売に関わるロイヤルティに限定される O
ロイヤルティ支払額が付加価値をもたらすものととらえ，それの棚卸資産の販売価
格として独立企業間価格を算定する方法であるO
(ハ) 原価基準法に準じたアプローチ
新製法および技術改良などの開発において，無形資産の提供を受ける者が，当該
無形資産の開発に，どのくらいの費用を要するか，容易に予想できる場合がある O
自ら開発するか，外部からロイヤルティを支払い導入するかの判断を行う必要があ
る場合，自社開発費よりも外部からライセンス (Licence) された場合のロイヤル
ティが低ければ，契約成立の可能性があるだろう O このような場合に当該開発費の
予想コストを，ロイヤルティ算定の基礎とすることができる O
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(ニ) その他の方法からのアプローチ
ロイヤルティ取引の対象となる無形資産が生み出す価値によって，適正なロイヤ
ルテイを算定する方法であるが，ロイヤルティの対象となる無形資産を使用するこ
とによって生み出される利益を測定し，その利益を，開発者と使用者へ配分する O
無形資産が生み出す利益の測定方法として，例えば次のような事柄が考えられる O
( a ) 当該無形資産導入後の利益を，同業他社の平均利益と比較する方法。
( b ) ロイヤルテイに関係する部門または商品と，その他の部門または商品の利
益とを比較する方法。
(c) ライセンス契約前と契約後の利益を比較する方法。
( d ) 利益配分において，その利益が発生する要因を分析し，それぞれの要因に
ついて，利益への貢献度を算定し，両者の配分率を決定する方法。
vn.移転価格税制適用の他規定
(i) 相殺取引
国外関連者との取引において，一取引に関わる対価の額が，独立企業間価格と異
なる場合であっても，その対価の額と独立企業間価格との差額に相当する金額を，
同一の相手方との他取引の対価の額に含め，また当該対価の額から控除することに
より調整していることが，取引関係資料の記載その他の状況からみて客観的に明ら
かな場合には，課税上弊害がない限り，それらの取引はそれぞれ独立企業間価格で
行われたものとすることができる O
( i ) 値引きおよび割戻しなど
国外関連取引に関わる値引きおよび割戻しなどと，独立企業間価格算定上の比準
取引に関わる値引きおよび割戻しなどとの条件が異なる場合には，その差異を調整
した所により差額を算定する。例えば国外関連取引について値引きがない場合に，
比準取引について値引きが行われているときには，その値引き後の金額を基礎とし
て独立企業間価格を算定し，その金額と当該国外関連取引の取引価格を比較して，
差額金額を算出する。
(ii) 高価買入れの場合の取得価格の調整
法人が国外関連取引につき，国外関連者に支払う対価の額が，独立企業間価格を
超える場合には，その対価の額と独立企業間価格との差額に相当する金額は，当該
国外関連取引が行われた日に属する事業年度の所得金額に加算するが，その差額の
全部または一部に相当する金額が，当該事業年度終了の日において有する資産の取
得価格に算入されているため，当該事業年度の損金額に算入されていないときは，
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その損金の額に算入されていない部分の金額に相当する金額を，当該資産の取得価
額から減額することができる O
VlIl.独立企業間価格による所得計算
移転価格税制においては，法人と国外関連者との間で、行った資産の販売，購入，
役務の提供，その他の取引のように，原則として全ての取引を適用対象として規定
し，適用対象となる取引価格が独立企業間価格と異なることによって，その法人の
所得が減少する場合には，その取引が独立企業開価格で行われたものとして課税所
得を計算する O
また法人と国外関連取引について，国外関連者から支払を受ける対価の額が，独
立企業間価格に満たないとき，または国外関連者に支払う対価の額が，独立企業間
価格を超えるときは，その国外関連取引は独立企業間価格で行われたものとみなし
て，法人税，その他法人税に関する法令が適用されるO
例えば国外関連者に対して，独立企業間価格よりも低い価格で商品を販売してい
る場合には，その差額を売上に追加計上し，国外関連者から独立企業間価格よりも
高い価格で商品を購入している場合には，その差額を商品の取得価格，つまり仕入
価格から減算することができるO しかし国外関連取引の対価の額と独立企業間価格
との差額は，法人の各事業年度の所得額の計算上，損金の額に算入することはでき
ない。
国外関連取引において，国外関連者に支払う対価の額が独立企業開価格を超える
場合には，その差額相当額は当該国外関連取引が行われた日の属する事業年度の所
得額に加算するが，その差額の全部または一部に相当する金額が，当該事業年度終
了の日において有する資産の取得価格に算入されているために，当該事業年度の損
金額に算入されていないときは，その損金の額に算入されていない部分の金額に相
当する金額を，当該資産の取得価額から減額することにより，所得額から減算する
ことができる O
移転価格税制は国外関連者への所得移転があった場合には，その所得の返還を受
けるか否かは，企業グループ聞の問題として捉えられている。従って国外関連者へ
移転している所得は，原則として利益の社外流出として取り扱われる O ただし法人
が合理的な期間内に，国外関連者からその国外移転所得金額の返還を受けることと
し，その旨を所轄税務署長あるいは所轄国税局長に届けた場合には，その返還を受
けるべき金額を，当該国外関連者に対する仮払金などとすることができる O つまり
法人が合理的な期間内に国外関連者からその国外へ移転して所得の金額を取り戻す
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こととし，その旨を所轄税務署長に届け出た場合には，当該取り戻し金額をその国
外関連者に対する仮払金などとすることができる O 従ってこのような場合に，取り
戻した金額は仮払金などの入金として非課税扱いになる O
国外関連取引が行われたときの為替相場と，比較対象とする取引が行われたとき
の為替相場が，同じ状況にある場合には，両者の比較を外貨ベースあるいは円建ベ
ースいず、れで、行ってもかまわない。しかしながら国外関連取引と比較対象取引が行
われたときの為替相場が異なる場合には，実際の取引において為替相場の変動が取
引価格に及ぼした影響に応じ，より合理的と認められる比較通貨，つまり外貨また
は円貨ベースいずれかを決定することになる。例えば個々の取引価格に為替相場が
織り込まれている場合には，円換算後の金額で比較し，個々の取引価格に為替相場
が影響を与えていない場合には，外貨ベースでの比較が妥当であろうが，円換算ベ
ースによるか外貨ベースによるかは，取引内容を見極めたうえで判断すべきであろ
つO
外貨建の取引について，国外へ転移した所得額を仮払金などして処理する場合，
その仮払金などの金額は，その発生原因となった国外関連取引の収益および費用の
円換算に用いた為替相場によって円換算した金額とする O 従ってその返還を受けた
場合に生じる為替損益は，その返還を受けた日の属する事業年度の益金額または損
金額に算入される。
lX.資料の提出
移転価格税制は法人とその国外関連者との取引価格が，独立企業間価格で行われ
ているかどうかを問題とするのであるから，各種の要因により決定される取引価格
について，納税者はその算定根拠や第三者との価格決定の状況について十分説明し，
そのために十分な資料の提出に協力する必要がある O
(i) 確定申告書の添付書類
法人は各事業年度において当該法人に関わる国外関連者との間で取引を行った場
合には，当該国外関連者の名称および本屈または主たる事務所の所在地，その他大
蔵省令(現在では財務省)で定める事項を記載した書類を，確定申告書に添付しな
ければならない。大蔵省令(現財務省)では国外関連者との様式等の保有割合，国
外関連者との取引概要など，移転価格課税についての基本的な事項を記載すべきと
定めている。
( i ) 国外資料の入手努力義務
国税職員は法人と当該法人に関わる国外関連者との聞の取引に関する調査につい
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て，必要があるときは当該法人に対し，当該国外関連者が保存する書類もしくは帳
簿，またはこれらの写しの提示または提出を求めることができる O この場合当該法
人は当該提示または提出を求められたときは，当該書類もしくは帳簿，またはこれ
らの写しの入手に努めなければならない。
(ui) 独立企業間価格を算定するための帳簿書類
国税職員が法人にその各事業年度における国外関連取引に関わる独立企業間価格
を算定するために，必要と認められる書類もしくは帳簿，またはこれらの写しの提
示または提出を求めた場合には，当該法人はこれを遅滞なく提示または提出しなけ
ればならない。独立企業間価格を算定するための必要帳簿とは，法人が法人税の確
定申告を行う際に，国外関連取引について算定している独立企業間価格に関する資
料である。
(iv) 推定課税
推定規定とは，税務職員から独立企業開価格の算定に必要な書類などの提示を求
められたときに，遅滞なくこれらの書類などの提示に応じなかった場合，税務署長
は同業種法人の売上総利益率を基礎として，独立企業間価格を推定計算できるとい
うものである O つまりこの推定規定は，推定課税そのものを定めるというよりは，
国外関連取引における独立企業間価格の算定の根拠となる書類などの提示につい
て，納税者の協力を求めているのである。移転価格税制が国外関連者との取引価格
を，独立企業間価格との関係を問題とするものであるから，独立企業間価格の算定
に必要な書類などを入手することは，移転価格税制適用に必要不可欠である O
独立企業間価格を算定するために，必要と認められる帳簿書類を，国税職員の求
めに対し提出しなかった場合には，税務署長は当該法人の当該国外関連取引に関わ
る事業と，同種の事業を営む法人で，事業規模，その他の事業内容が類似するもの
の当該事業に関わる売上総利益率，またはこれに準ずる割合として，政令で定める
割合を基礎として，再販売価格基準法，原価基準法，またはそれらと同等の方法に
より算定した金額を，独立企業間価格と推定して，当該法人の所得金額について更
正することができる。
推定課税に適用する売上総利益率について，同種の事業を営む法人で，事業規模，
その他の事業の内容が類似するものの，国外関連取引が行われた日を含む事業年度
の売上総利益の額の総収入金額，または総原価の額に対する割合とするということ
が，推定課税規定にもられている。
納税者は自己の独立企業間価格が，合理性をもっていることを立証するためには，
十分な資料を提示または提出しなければならないのである。
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( v) 比較対象企業に対する質問・検査権限
法人が独立企業間価格を算定するために，必要と認められる帳簿書類を，国税職
員の求めに対し遅滞なく提出しなかった場合には，国税職員は推定課税を行うか否
かにかかわらず，独立企業間価格を算定するために，必要と認められる範囲内で，
比較対象企業に対し，質問・検査権を行使することができる。
つまり移転価格税制の執行に不可欠である比較対象企業からの情報収集に法的根
拠を与え，比較対象企業の受認，義務違反に対しては刑罰が科される O
比較対象企業に対する質問・検査は，法人と国外関連者との取引に関わる事業と
同種の事業を営む者に対して質問し，または当該事業者に関する帳簿書類を検査す
ることである O この質問・検査権限に基づき収集された資料により，法人が行った
国外関連取引に関わる独立企業間価格が算定された場合には，当該価格により移転
価格課税が行われることもある O
( vi) 更正決定等の期間制限
法人と国外関連者との取引が独立企業間価格で行われていない場合には，その取
引を独立企業問価格に引き直して，課税所得を計算する O 税務当局が更正できる期
間については，偽り，その他不正行為がある場合には 7年，その他の場合は 3年，
無申告の場合は 5年とされている O
移転価格事案では，通常申告から 3年を経過すると，更正処分は行えない。しか
しながら移転価格税制における独立企業間価格の算定という特殊概念から，税務調
査の困難性および移転価格税制を設けている諸外国における更正可能期間を考慮し
て，原則 3年となっている更正決定などの期間制限が，移転価格事案に限り 6年
に延長されている O そしてこの規定は，法人税の法定申告期限，還付請求申告書に
関わる更正についてはその申告書の提出の日，または加算税の納税義務の成立の日
が到来する法人税，加算税を含む法人税から適用されることになっている。
( vi) 国税徴収権の消滅・時効
国税の徴収権は，原則として法定納期限から 5年で時効により消滅する。しかし
移転価格事案に限って，更正決定などを行なえる期間が 6年とされている O また徴
収権の時効が完成する期間弘法定納期限から 6年とされている O 具体的には，法
人が国外関連者との取引を独立企業間価格と異なる対価で行ったことに伴い，納付
すべき税額が過少となり または還付金の額が過大となった法人税に関わる加算税
を含む国税の徴収権の時効は，その法人税の法定納期限から一年間は進行しないこ
とから，実質的に国税の徴収権は 6年間行使できる O
( vui) 書類の保存期限
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一般に法人は仕訳帳，総勘定元帳などの帳簿類，また財務諸表などの書類を整理
し，原則として 7年間保存する義務が課されている。ただし納品書，送り状などの
書類は 5年間保存しなければならない。移転価格事案に限って，更正決定などの
期間制限と国税の徴収権の消滅および時効の進行停止措置に伴い，特定の書類につ
いては保存期間 6年となっている O 資本金が一億円以下の普通法人，公益法人，協
同組合および人格のない社団などの中小法人などは，注文書，見積書，契約書，請
求書，領収書などの書類も，国外関連者との取引に関連して作成し，受領した書類
は6年間保存する必要がある O ただし棚卸資産の引渡し，または受入れに際して作
成されたものは除外されている。
X.国外関連者に対する寄附金
法人が支出した一般的な寄附金は，国外関連者に対するものを含めて，一定限度
額内で損金に算入することが認められていた。国外関連者との取引を通じる所得移
転については，移転価格税制によって規制されている。しかし国外関連者に対する
金銭の贈与および債務の免除については，一定の限度内で損金に算入することが認
められている O これら両者の聞に同じ所得の海外移転でありながら，課税上にアン
バランスが生じた。このアンバランスを是正するために，国外関連者に対する寄附
金については，寄附金の損金等入限度額計算から除外され，全額を損金に算入しな
いことになっている。ただし海外子会社の解散，あるいは経営権譲渡などに伴う債
務の引受けによる損失など，一定の条件の下で寄附金としては取り扱われず，業務
上の損失として損金に算入することが認められている。
国外関連取引について，支払いを受ける対価の額が独立企業間価格に満たないと
き，または支払う対価の額が独立企業間価格を超えるときは，当該法人の所得に関
わる法人税法，その他法人税に関する法令規定の適用について，当該国外関連取引
は独立企業間価格で行われたものとみなされる。
さて国外関連者に対する寄附金の記載については，次のような方法が示されてい
る。
(i) 明細書は，法人が国外関連者に関する明細書の添付規定の適用を受ける場
合に記載する。
( i ) 特殊の関係区分には，法人と国外関連者の関係が，特殊の関係いずれに該
当するかに応じて記載する。
( i) 資本金額または出資金額は，国外関連者の所在地通貨により記載する O
(iv) 株式などの保有割合については，法人が直接あるいは間接に保有する国外
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関連者の株式などの保有割合を記載する O 被保有には，国外関連者が直接あ
るいは間接に保有している株式などの保有割合，また同一者によって直接あ
るいは間接に保有されている法人の株式などの保有割合を記載する。保有の
内書には国外関連者の株式などの保有割合を，また被保有の内書には国外関
連者などが直接に保有する当該法人の株式などの保有割合を，それぞれ記載
する。
(v) 直近事業年度の営業収益などは，当期の終了日以前の同時に最も近い日に
終了する国外関連者の事業年度の営業収益，営業費用，営業利益および税引
前当期利益の額を，それぞれ記載する O
( vi) 国外関連者との取引状況については 当期における国外関連者から支払い
を受ける対価の額の総額，または国外関連者に支払う対価の額の総額を，取
引の種類別にそれぞれ記載する O この場合，非関連者を通ずる取引への適用
があるならば，非関連者も含まれている O 当期の確定申告書の提出の時まで
に，取引金額の実額を計算することが困難な事情にある場合は，合理的な方
法によって算定された推計値を記載することができる O
}江.あとがき
移転価格税制は，移転価格課税により発生する経済的二重課税を避ける目的で導
入された。移転価格税制は，法人が特殊の関係にある外国法人，つまり国外関連者
と国外関係取引を行う場合に，独立企業間価格に比して，売上げなどの低価格，ま
た仕入れなどの高価格での取引を行ったことにより，法人の所得が減少する場合に
は，その取ヲ|は独立企業間価格で行われたものとみなし，所得金額を再計算する O
1960年代以降，貿易取引に関して，わが国の企業に向けられた批判は，ダンピン
グという低価格での輸出攻勢であった。例えば，わが国の親会社からの輸入価格が
高すぎ，本来アメリカにあるべき所得が日本に移され，アメリカの税収減になって
いるということであった。 1980年代後半に入り，アメリカにおいて外資系企業に対
する課税強化が強まり，アメリカに進出したわが国の企業をめぐる税務環境が厳し
さを増しているのである01980年フォード社による日本メーカーのダンピング提訴，
1981年のアメリカ会計検査院 (GAO)報告は， IRC 482条の適用例406のうち，適
正価格と規定したのは12例であり，租税回避の裏付けとなった。 1983年カリフォル
ニア中央地区連邦地方裁判所による日産およびトヨタへの資料提出命令の決定が認
められ， 1985年アメリカ国内歳入庁 (IRS)は，仮更正処分を決定したのである。
最近外国税額控除を巡り，大阪国税局が制度の適用を認めないで，追徴課税した
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処分，すなわち更正処分の取り消しを求めた訴訟で，外国税額控除が適用されるべ
きで，更正処分は違法と認め，国税局の処分を取り消した。またわが国のある銀行
と外国企業 2杜との取引において，外観上資金を循環させ，貸し付けを装い，租税
回避を図った取引であり，正当な取引とは認められず，税額控除は適用できないと
いう決定がなされている。
このように国内企業と国外関連者との間の問題が これからもなお惹起するであ
ろうことは推測される O 従って本稿で述べてきた種々なる規定によって，各企業と
も資料の整備を行い，何時でも正しい資料の提供が可能であるように準備しておく
必要がある O 企業の国際的経済活動が進行するにつれて，国税当局の目も光を増し
ていることも確実である。もう一度移転価格税制そのものを，十分に理解しなけれ
ばならないであろう O 本稿をまとめるに当たり，多くの文献，その他の資料を拝借
したことに謝意を表する次第である O
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